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ラオスの農村部における貧困削減と農業・農村開発：

JICAの農村開発プロジェクトから得られた示唆

芳　賀　克　彦＊

The Poverty Reduction and the Agricultural & Rural Development in Rural Areas of 

Laos: Suggestions from JICA’s Rural Development Projects

Katsuhiko HAGA

【Abstract】

　　Laos, located on the Indochina Peninsula, is a landlocked country surrounded by China, Vietnam, 

Cambodia, Thailand, and Myanmar. It is a typical low-income country whose government has been promoting 

a market economy since 1986 while advocating socialism. In the past 30 years, its GDP has been increasing 

year by year due to the export of mineral resources and electricity, but the agriculture in rural areas, where 65% 

of the population lives, has been sluggish, and the economic disparity between urban and rural areas is also 

increasing.

　　Under these circumstances, the Government of Laos has been working on rural poverty reduction and 

agricultural & rural development for the past 30 years with the support of foreign donors and international 

organizations. The fact is that the chronic financial difficulties of the Government have been continuing to 

force it to rely on foreign financial supports for the most of new development budgets. Another impasse of the 

Government is that it cannot take adequate budgetary measures to maintain and continue the activities of the 

projects due to such financial difficulties after the end of supports from foreign donors. In consequence, there 

are many cases in which activities of projects are suspended after the end of the cooperation period.

　　Against this background, this study aims to seek possible measures to make projects more effective and 

sustainable as possible through reviewing JICA's agricultural and rural development projects implemented in 

Laos from the perspective of "effectiveness and sustainability", and extracting good practices from them.

�
＊ Katsuhiko HAGA　国際学科（Department of International Studies）
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第１章　はじめに

　インドシナ半島に位置するラオスは中国、ベトナム、カンボジア、タイ、ミャンマーに囲まれた内

陸国であるが、社会主義を標榜しつつ、1986年から市場経済化を進めている低所得国である。近年、

鉱物資源と電力の輸出によりGDPは年々増加傾向にあるが、国民の65%が居住する農村部の農業は低

迷しており、都市部と農村部の経済格差も拡大傾向にある。

　このような状況を踏まえ、この30年間、ラオス政府は外国ドナー、国際機関の支援を得つつ、農村

部の貧困削減と農業・農村開発に取り組んでいるが、慢性的な財政的困難により、大部分の新規の開

発の予算を海外からの支援に依存せざるを得ない状況が続いている。

　また、外国ドナーからの支援終了後はラオスの関係者のみでプロジェクトの活動を維持・継続する

ことが期待されているが、このような財政的な困難により予算措置を講ずることができず、結果的に

活動を停止せざるを得ないケースが多いことも事実である。

　以上を背景として、本研究は同国に対する主要ドナーの一つであるJICAの農業・農村開発プロジェ

クトを「効果と持続性」の観点からレビューすることにより、経済的財政的困難を抱えるラオスにお

いて農民参加型の農村開発プロジェクトが可能な限り効果を上げ、継続するためにはどのような内容

にすべきか、また、そのために最低限必要な政府の対応は何かということを考察することを目的とす

るものである。

　本研究の実施方法としては、ラオスの1986年以降の市場経済化に関する先行研究、1990年代以降に

本格化するFarmer to Farmer （F2F） Extensionに関する先行研究、 世銀統計データ、研究対象とするJICA

の５つのプロジェクトに関する各種報告書を考察するとともに、それらのプロジェクトの一つである

「サバナケット県における参加型農業振興プロジェクト（Savan PAD）」のために現地で活動中の専門

家の方々にオンライン会議システムによるインタヴュー及びアンケート調査を実施した。

　本論文の構成は以下のとおりである。第２章では1980年代後半以降のラオスの市場経済化と農村部

の貧困削減・農村開発に対する同国政府の取組みについて説明する。第３章では同国の山岳部と低地

における農業・農村開発の現状と課題について概説する。第４章では2000年以降にJICAにより実施

された農業・農村開発プロジェクトの概要、成果及び得られた教訓の分析を通じ、ラオスの持続的農

業・農村開発のために得られた示唆を説明する。第５章では本研究を通じて得られた気付きと今後の

課題について述べる。

第２章　1980年代後半以降のラオスの市場経済化と農村部の貧困削減・農村開発に対する政府の取組み

2.1　1980年代後半以降のラオスの市場経済化による農業・農村開発

　1980年代に当時の社会主義経済が破綻し、1980年代末には最終的に旧ソビエト連邦が崩壊する状況

の中で、多くの旧東側諸国は民主主義と市場経済という旧西側諸国の価値観を受入れ、制度改革に乗

り出した。そのような中で、ラオス人民民主共和国は、社会主義を維持しつつ市場経済化を通じて経

済社会開発を目指す「新経済管理メカニズム」と呼ばれる政策を1986年に打ち出した。新経済管理メ

カニズムとは①価格の自由化（公共料金を除く）、②コメ流通の国家独占の終了及び農業の自由化、
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③国有企業改革、④税制改革、⑤貿易の自由化、⑥為替レートの一本化、⑦中央銀行と商業銀行の分

離、⑧法整備の拡充、⑨外国投資の誘致を指す（鈴木基義 2002: 259）。

　1991年８月15日に建国後初の憲法が制定されたが、同憲法第16条では「経済管理は政府調整を伴

う市場経済メカニズムに沿って執行する」と規定され、「新経済管理メカニズム」による経済開発

が本格化した（山田紀彦編2012: 10）。また、当時の喫緊の課題である貧困削減問題に対応するため

に、1996年の第6回党大会においては「2020年までにラオスを最貧国から脱却させる」という経済開

発の目標が決定された。本決定を踏まえ、2004年には「国家成長・貧困撲滅戦略」（National Growth 

and Poverty Eradication Strategy: NGPES）の実施について党から政府に対し指示が発出された。本戦

略文書は1999年の世銀・IMF総会で合意された「貧困削減戦略ペーパー」の作成に対応すると同時

に、2000年９月に国連総会で採択された「ミレニアム開発目標（MDGs）」にも対応するものであっ

た（Stuart-Fox 2007:167-169）。

2.2　農村部の貧困と都市部との経済格差

　ラオスの農村部においては1975年の建国から1986年の「新経済管理メカニズム」の導入までの期

間は、政府の極端な政策により政府と農村部の関係が悪化し、農業生産も低迷した。1978年に党政

治局は農業協同組合設立運動を展開したが、農業の集団化に対する農民の強い抵抗により、1979年

には集団化の運動を中止せざるを得なくなった。ラオス政府は1979年以降、農民の余剰米の販売を自

由化するとともに、人と物の移動制限を緩和する政策に転換した。この経済自由化の流れは最終的

に1986年の「新経済管理メカニズム」の導入に繋がり、「価格の決定や資源配分を市場の決定に委ね

る」、「内外の取引を自由化し、物資の流通を自由にする」等の方針が打ち出された（国際協力事業団

　1998:10-11）。

　世界銀行のWorld Development Indicatorsによれば、1990年の時点でラオスの総人口は約426万人で

あったが、同人口の85%に相当する約360万人が農村部に居住していた（図表１のとおり）。同年の国

民一人当たりの国民総所得（GNI）は190ドルであり、非常に低い水準であったが、当時の農林水産

業はGDPの約47%を占めており、貧困削減と所得向上の観点から農林水産業は非常に重要な位置を占

めていた。2018年には資源・エネルギー部門の伸びにより国民一人当たりのGNIが2,450ドルまで増加

（図表１）ラオスの総人口及び農村部の人口の経年変化（世銀統計に基づき筆者作成）
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する一方、農林水産業がGDPに占める割合は16%まで減少した（図表２のとおり）。すなわち、資源・

エネルギー部門の輸出関連の企業が立地する都市部の経済が著しく成長する一方、農業部門は低迷し

ているのである。しかも、同年の農村部の人口は依然として国全体の65%を占めていることを踏まえ

ると、農村部に生活する人々の所得と都市部に生活する人々の所得の格差が年々広がりつつあると言

える。

2.3　「国家成長・貧困撲滅戦略」における農村部の貧困対策

　ラオス人民革命党は貧困削減問題に対応するために、1996年の第６回党大会において「2020年まで

にラオスを最貧国から脱却させる」という経済開発の目標を決定した。本決定を踏まえ、ラオス政府

は農村部の貧困を含む国全体の貧困削減を目的として2004年に「国家成長・貧困撲滅戦略」（National 

Growth and Poverty Eradication Strategy: NGPES）を発表した。同戦略は年平均７%の経済成長を達成

することにより、一人当たりの国民所得を2020年までに３倍にする、2005年までに貧困を半分に削減

し、2010年までに根絶する、2006年までにケシの生産を止め、2010年までに移動耕作を漸次廃止する

ことなどを目標として掲げた。

　本戦略文書は1999年の世銀・IMF総会で合意された「貧困削減戦略ペーパー」の作成に対応すると

同時に、2000年９月に国連総会で採択された「ミレニアム開発目標（MDGs）」にも対応するものであっ

た（Stuart-Fox 2007:167-169）。

　また、同戦略はラオスの貧困を以下のように定義した。

①貧困世帯とは一人当たりの月収が85,000kip１以下であり、一日一人当たりのカロリー摂取量が2,100

カロリー以下の世帯を指す。

②貧困村とは全世帯の51%以上が貧困な状況にあり、学校、医療施設、道路、安全な水に対するアク

セスに制約がある村を指す。

③貧困郡とは全世帯の51%以上が貧困な状況にあり、全世帯の40%以上が学校、医療施設、あるいは

安全な水へのアクセスがなく、また、60%以上が道路へのアクセスがない郡を指す。

（Lao People's Democratic Republic, 2003: 128）

�
１   1US$＝10,499kip (2003年12月)であるので、85,000kipは8.1ドルに相当する。

（図表２）ラオスの GDP の成長及び農林水産部門が DGP に占める割合（世銀統計に基づき筆者作成）
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　この定義に基づき、同年、ラオス政府は全国の142郡のうち、72郡を貧困郡に認定するとともに、

特に貧困が著しい47郡を特定し、2004年から2005年の間に優先的に投資を実施することとした。農村

部の貧困問題に対しては、①開発に重要な要素（生産投入、市場、人的資源、社会サービス、農村金

融）へのアクセスの改善、及び②郡レベルでの貧困問題に焦点を当てた総合的な計画能力の強化、を

主要なコンポーネントとしていた。ラオス政府はこれらを通じて、自給自足農業から市場志向型農業

への転換を目指すこととした。

2.4　農村部の貧困削減と管理強化を目的とした農村クラスター（Kumban）制度の導入

　中央政府による地方政府の管理体制については、1991年の憲法の制定により、地域別管理体制から

部門別管理体制に改編され、中央政府の各省体制に呼応する形で県庁及び郡事務所の部局が部門別に

再編成されたため、中央集権体制が強化されることとなった（山田紀彦編　2011:25）。一方、農村部

での貧困削減への対応の必要性を背景として、1998年２月の第６期中央執行委員会第６回総会では、

「業務や組織が省級のマクロ的役割に適さない場合は、組織、手段、予算を含め業務を地方に移譲し

なければならない」という方針が決定された。同方針を踏まえ、「県を戦略単位に、郡を計画・予算

単位に、村を執行単位として建設することに関する首相指導命令第01号」が2000年３月11日に公布さ

れた（山田紀彦編　2011:70-71）。

　以上を背景として、ラオス政府は2004年６月の党中央委員会政治局指令第９号を踏まえ2007年５月

の首相令第９号により、農村部での貧困削減及び農村開発の推進、及び党の方針・施策の農村部への

浸透を目的として、郡事務所と村を繋ぐ組織として複数の村により構成されるクラスター制度を導入

することになった。同制度では各郡事務所の管轄地域内で平均９村により構成される農村クラスター

（ラオス語でKumbanと呼ばれる）が設定され、当該地域を管轄する郡事務所が必要な職員を派遣する

こととした。Kumbanは各郡において当時開催されていた村長による党組織の会合の区分であるkhet

に基づき設定された。農林省国家農林普及局（NAFES）が取りまとめた統計資料によれば、2008年

の時点で、全国に1,026のKumbanが設定された（Joost Foppes, 2008:11）。Kumbanは地方行政法に定め

られた正式な行政級ではないため、独自の予算もないが、村がグループ化されると、郡から部門職員

が派遣された。Kumban形成の主要な目的は貧困削減と党の政策の末端組織への浸透であるが、郡農

林事務所から派遣される職員が長期・短期で農村地域に駐在し、農民への技術指導を行うこととした

（山田紀彦　2011:71-74）。　　

　また、農林省は2008年１月の大臣令第216/8号により各Kumbanに技術サービスセンター（TSC）を

設置し、郡農林事務所の農林業普及員を配置することとした（Joost Foppes 2008: 14-15）。

第３章　農業・農村開発の現状と課題

3.1　山岳部の移動耕作及び麻薬栽培の問題に対する政府の対応

　山岳部の伝統的な営農システムは焼畑による移動耕作であり、同システムにより山岳部で田畑を耕

し、米やその他の農産物を生産している。住居の庭には滋養・薬用効果のある様々な植物を育て、大

小の家畜を飼っている。彼らにとって家畜は富の一部であり、換金性があるので非常に貴重であり、
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また、結婚の際には持参金としても活用されている。また、果樹や木の実などの非木材林産物も農家

収入の貴重な収入源となっている。

　この移動耕作においては、通常、以下の２つのフェーズが繰り返されている。

●生産フェーズ（通常1年、場合によっては２－３年）

　１年目は斜面の栄養分が流れないようにするために、土を耕さない。２年目以降は種蒔き前に耕土

する。主要作物は米であるが、米以外の作物としては、キャッサバ、メイズ、絹、ヤマイモ、ウリ、

コショウ、ゴマ、ハトムギ、サツマイモなども生産する。

●休耕フェーズ（２－３年）

　２－３年の間休耕し、その後、コミュニティの共同作業で、藪を刈り、乾燥させた後、気温が高い

日に休耕地を焼く。

　また、移動耕作には以下の２つのパターンが存在する。

●回転移動耕作（Rotational Shifting Cultivation）

　収穫・休耕のローテーションを繰り返すが、村は同じ場所に維持する。

●先駆的移動耕作（Pioneering Shifting Cultivation）

　近隣の森を焼失させた後、数年ごとに村を移動させる。

　焼畑により土壌の酸性度が低減し、リンが増加する。また、雑草の種や土壌の寄生虫を駆除する効

果がある。一方、森林の消失により、大気中に二酸化炭素が放出されるだけでなく、土壌侵食や森林

に生息する生態系の破壊につながる虞がある。山岳地帯での稲作の生産高は、畑の休耕期間、雨量、

土壌のタイプ、病害虫や雑草の発生状況に左右されるが、0.8-2.5トン/haである。（NUOL, NAFRI, 

NAFES, 2005:48-56）。

　ラオス政府はこのような伝統的な営農システムである移動耕作を止めさせるために以下の方策を打

ち出した（前掲書：12-14）。

①農産物の多様化とアグロフォレストリーによる定住農業（sedentary agriculture）の推進

②支線林道の建設及び市場情報の提供による市場へのアクセス開始

③土地の配布及び土地使用権付与

④斜面と土地の能力に基づいた土地利用ゾーニング

⑤農村貯蓄及び農村融資（rural savings and credit）

　以上のうち、③の土地の配布については、1996年から2002年の間に土地森林分配中央委員会が6,200

村（全農村の50%以上に相当）、379,000戸の農民世帯（全農民世帯の60%以上に相当）に土地・森林

の使用権を付与した。付与された土地・森林の総面積は900万ha以上に相当した。土地と森林資源は

政府によって所有されるが、個人、農村、組織が持続的に使用する目的のために分配することができ

ると規定されている。土地所有者（使用者）は土地の所有権（使用権）、土地のタイプ、広さ、使用

許可期間等に関する公的な書類が発行された。また、郡農林事務所（DAFO）は森林の使用、保護及

び継承に関する森林管理合意書を各村と締結した。この合意書により各村はDAFOとともに森林管理

計画を作成する義務を負うこととされた。

　ラオスはケシの主要な生産国であり、かつ、それを原料として生産されるヘロインの消費国でもあ

る。同国北部の最も辺境な貧困地域で少数民族による移動耕作により生産されている。本問題に対し、
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ラオス政府はケシの生産の背景となっている社会経済的な課題を解決するための開発、ケシの需要の

削減及びラオス内外の市場への流通に関与した者に対する法の執行に1994年から取り組んだ。その結

果、ケシの生産のための耕作面積は1998年の26,837haから2003年の7,847haとなり、約70%削減された。

　ラオス政府はケシ生産の主要な郡（districts）における農村開発プログラムを加速させることによ

り、６年間でケシを根絶することを1999年に国連薬物犯罪事務所（UNODC）と合意した。対象となっ

た郡にはアクセス道路、教育・医療施設、村落給水施設などの経済社会インフラが建設された。ま

た、農民が農業生産を通じ適正な収入を得られるようにするために技術指導も実施された。その結果、

2003年には６つの郡においてケシの根絶が宣言された（前掲書:24-26）。

3.2　低地の農業の現状と課題

　同国のタイとの国境にはメコン川が流れており、同河川の流域には水稲に適した低地が広がってい

る。1990年代に同国のコメの自給のための支援として、灌漑設備の整備に対する支援を外国ドナー、

国際機関から受けた結果、同国は1999～2000年にコメの自給を達成した。2006年のコメの総生産量は

約266万トン（籾ベース）であるが、その内訳は雨期作水稲216万トン、乾季作水稲31万トン、陸稲

19.2万トンであり、低地では主に雨季と乾季の水稲が行われている。生産されたコメの多くは自家消

費用で流通するのは２割程度である。また、生産されるコメの大部分はモチ米で全生産量の約85%を

占めている（JICA農村開発部2008:18）。

　同国の18県のうち、サバナケット県がコメの収穫面積、生産量の点において最大の水田農業を営ん

でおり、その生産量は2015年に82.8万トンを記録している。同県ではコメ以外の作物生産として、と

うもろこし、さとうきび、煙草、チリ、野菜の生産を行っている。これらのうち、さとうきびについ

てはタイ系の精糖企業が進出し、さとうきび農場の経営、契約栽培などを行い、生産量が急増した結

果、2015年には同県の生産量が全国で１位となった。野菜についてはチャンパサック県、サラワン県

に次ぐ３位の生産量となった（JICA, 2017:16）。

　サバナケット県においては他の県と同様に、主に自家消費を目的としてコメの生産を行っているた

めに、質・量両面において市場のニーズに応えられるような生産が行われておらず、その結果、農家

が十分な収益を得られるまでには至っていない。また、農家が個々に営農活動を行う傾向が強いため、

同県ではいまだに農業協同組合が存在していない。また、栽培管理については、施肥や除草を行わな

い概して粗放的な栽培がおこなわれている。自家消費を上回る余剰米については県商工局が通知する

コメ（籾）の最低買取り価格に近い価格（2,500kip/kg）で仲買人に販売している（前掲書:17-18）。

　

第４章　JICAの農業・農村開発プロジェクトから得られた示唆

4.1　2000年以降に実施された農業・農村開発プロジェクト

　ラオス政府は上述のとおり、1996年の第６回党大会において「2020年までにラオスを最貧国から脱

却させる」という経済開発の目標を決定し、また、2004年には「国家成長・貧困撲滅戦略」（National 

Growth and Poverty Eradication Strategy: NGPES）を決定し、農村部の貧困を含む国全体の貧困削減を

目指すこととなった。同戦略では、農村部の貧困削減と農村開発が重点施策の一つに位置付けられた。
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このような状況を踏まえ、JICAは同国に対する国際協力において、農業・農村開発分野への国際協

力を重点分野の一つと位置付けるとともに、他ドナー・国際機関と同様に、農村コミュニティの受益

者の参加を重視する「住民参加型農村開発アプローチ」をプロジェクトに積極的に取り入れ、プロジェ

クト効果、受益者のオーナーシップ及び持続性を高めることに努めている。

　このような取組み・成果を分析するために、2000年以降に実施された以下の５件の農業・農村開発

分野のプロジェクトを選定し、各プロジェクトの終了時評価報告書を中心に各種報告書のレビュー結

果をプロジェクトの概要、終了時評価における効果発現要因・効果阻害要因、プロジェクトの継続の

ために取り組むべき課題に整理の上、プロジェクトの効果と持続性に資するアプローチ及び対策につ

いて考察することとした。

　なお、4.1.5のサバナケット県における参加型農業振興プロジェクト（Savan PAD）については現在

実施中のため、現地で活動中の専門家（岡田秀雄チーフアドバイザー）ヘのインタヴュー及び質問票

による調査を実施し、同調査結果を関連する調査報告書のレビュー結果と合わせて整理した。

4.1.1　養殖改善普及計画フェーズ2（AQUIP2）

（協力期間）2005.04-2010.04

（協力相手方）ラオス農林省畜水産局（DLF）

（案件概要）

　養殖改善普及計画フェーズ１（AQUIP1）（2001.02-2004.02）のプロジェクトの成果をベースとして、

同国北部のウドムサイ県及びサヤブリ県、南部のサバナケット県及びサラワン県の12のパイロット村

を対象として、立地条件に適した小規模養殖技術の確立と普及を目的として本プロジェクトが実施さ

れた。これらの12のパイロット村に集中的に活動を展開後、54の村を対象として普及活動が展開され

た。この普及活動を通じ、「農民から農民へ（Farmer to Farmer （F2F））」という普及方法の有効性が実

証された。また、これらの活動・経験を通じ、１農村クラスターに１パイロット村を設定し、２名（男

女１名ずつ）の村落養殖推進ワーカー（Village Aquaculture Development Worker :VADW）を配置する

という「農村養殖振興パッケージ（Rural Aquaculture Promotion Package: RAPP）」が提案された（JICA

ラオス事務所、2010）。

（終了時評価における効果発現要因）

　パイロット村では511人の農家が新技術を導入した。各パイロット村で普及活動のために推薦され

た種苗生産農家（中核農家）は、農林省ナムスワン養殖開発センターで指導方法、プレゼンテーショ

ン方法、養殖技術等に関する研修を受け、2009年10月に農林省畜水産局から正式に村落養殖推進ワー

カー（VADW）としての認証を受けた。彼らはVADWの役割を担うことにより、種苗販売による現

金収入を獲得できるという経済的なインセンティブだけでなく、VADWに任命されるという社会的

なインセンティブにより自発的に養殖普及活動を行った。VADWの普及活動においては、「農民から

農民へ（F2F）」という普及方式が採用された。54の村への普及活動においては、２回に分けてオン

サイトでの研修を行い、普及対象村で新技術を活用した農家の数は1,000以上になったことが確認さ

れた。これらの実績を踏まえて、約10村で構成される１農村クラスターに１パイロット村を設定し、

配置された２名（男女１名ずつ）のVADWがF2Fの手法により普及活動を展開するという養殖手法の
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普及拡大に関する「農村養殖振興パッケージ（RAPP）」が作成・提案され、農林省畜水産局から承認

された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　プロジェクトの養殖普及は、国レベルではラオス農林省畜水産局（DLF）とナムスワン養殖開発セ

ンター（NADC）、県レベルでは県農林部（PAFO）と県養殖ステーション（PAS）、郡レベルでは郡

農林事務所（DAFO）そして村レベルはVADWとの連携により実施された。この普及ネットワークは

非常に効果的・効率的であり、本プロジェクトの実施を通じて強化された。　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

（終了時評価における効果阻害要因）

　2008年はプロジェクト対象県のうちウドムサイ県、サヤブリ県、サラワン県の一部養殖場が洪水に

よる被害を受けた。一方、サバナケット県では雨量不足で養殖池の水量が不十分であった。このよう

な自然災害はパイロット村、普及村の養殖活動が安定しない要因の一つとなった。

（プロジェクトの継続のために取り組むべき課題）

①種苗生産農家の育成及びこれらの農家に対する継続的支援。　　　　　　　　　　

②村落養殖推進ワーカー（VADW）の活動をモニタリングすることによる活動の質の向上。　

③プロジェクト対象地域内で今後本格化する農村クラスター（Kumban）アプローチと本プロジェク

トで開発した農養殖振興パッケージ（RAPP）の一体的運用。

④2007年に導入が本格化した農村クラスター（Kumban）の制度及び2008年１月に農林省が大臣令に

より設置を決定した技術サービスセンター（TSC）の農村開発における位置付けの確認。

4.1.2　森林管理・住民支援計画（FORCOM）

（協力期間）2004.02-2009.02

（協力相手方）ラオス農林省国家農林普及局（NAFES）

（案件概要）

　本プロジェクトは焼畑による森林消失率が全国平均よりも高い北部地域の６県（ルアンプラバン県、

サヤブリ県、ポケオ県、ルアンナムタ県、ファパン県、ヴィエンチャン県）９郡の34村を対象として、

豚・ヤギ等の畜産、養殖、アグロフォレストリー、機織、果樹栽培、水田の拡張等の代替生計手段を

支援する「住民支援プログラム（Community Support Program: CSP）」により農家の焼畑耕作への依存

を軽減し、森林減少に歯止めをかけることを目的として実施された。

　なお、JICAは当時、ラオス農林省が全国規模で推進していた農業普及制度であるLao Extension 

Approach（LEA）の改善策として同ApproachにCSPを含めることをラオス側に提案し、「LEA plus」と

して認定された（JICAラオス事務所、2009）。

（終了時評価における効果発現要因）

　本プロジェクトでは人材育成を重視し、普及員に対しては普及技術とともに、生産活動の立案、実

施及びモニタリングの研修を実施した。また、農家は自分自身で事業を計画することを学び、生産者

グループ及び生産技術について研修を受講した。普及員と参加世帯に対する現場研修が効果的であっ

た。村に設置されたCSP実施委員会（IC）においても管理可能な小規模投入が実施され、また、県農

林部（PAFO）及び郡農林事務所（DAFO）の普及員による技術指導が対象村落のニーズに合致した。
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CSPでは低コスト技術が採用され、また、非木材林産物に拘らない多様な生産技術が導入された。現

物支給により供与されたものを飼育・養殖し、最終的に商品として売却することにより得た資金を回

転させる「村落回転基金」が裨益対象となった34村で蓄積された。

　４年間で対象となった６県９郡の34村において1,404世帯が裨益した。

（終了時評価における効果阻害要因）

　県農林部（PAFO）、郡農林事務所（DAFO）に本プロジェクトの開発予算が配布されていない。9

郡には699村あるが、本プロジェクトではその内34村しか対象にしておらず、上位目標の達成が難し

い状況にある。　　　　　　　

（プロジェクトの継続のために取り組むべき課題）

①各県に設置された自立発展性委員会を通じた県・郡におけるCSP継続のための予算の確保。

②普及員、村人の人材育成の継続。

③農村クラスター（Kumban）の制度及び技術サービスセンター（TSC）による新体制を踏まえたCSP

の調整及び関連機関との連携の強化。

④CSPの普及と定着の促進。

4.1.3　南部山岳丘陵地域生計向上プロジェクト

（協力期間）2010.11-2015.11

（協力相手方）ラオス農林省畜水産局（DLF）

（案件概要）

　本プロジェクトは少数民族が多数を占め、食料不足や貧困が大きな問題となっているラオス南部の

山岳丘陵地域の4県（アッタブー、サラワン、セコン、チャンパサック）において、同地域の対象農

村クラスター（Kumban）内で生活する小規模農家を対象として、食料及び現金収入源となる家畜飼育、

養殖等に係る技術普及をすることにより彼らの生計向上を図ることを目的として実施された（JICA

ラオス事務所、2015）。

（終了時評価概要/ 効果発現要因）

　「農民から農民へ（farmer to farmer: F2F）」の普及アプローチの導入や中核農家から他の農家への家

畜・稚魚の貸し出し制度（リボルビングシステム）により、農家による家畜・養殖魚の生産・成育、

疾病対策・予防などの活動が継続した。2015年7月の時点でF2Fにより589名（水産養殖554名、畜産16名、

複合農業19名）の研修が実施された。中核農家をはじめ、村長や農村の委員会のメンバーは「地域の

ファシリテーター」として養殖飼育の技術や経験の移転だけでなく、家畜・養殖に関する様々な問題、

課題に関する情報提供、さらには村落で実施中の「リボルビングシステム」に係る相談にも積極的自

発的に対応するなど期待される役割を十分果たすまでに成長した。

（終了時評価における効果阻害要因）

　ラオス側の実施機関であるラオス農林省畜水産局傘下の地方組織（県、郡）には畜水産技術を普及

するという機能がなかったため、県・郡職員に対する普及分野の研修を本プロジェクトで実施する必

要性が生じた。また、「住民の生計向上= 収入（所得）増加」をプロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（PDM）で謳ってはいるものの、同地域の場合、農民は「自家消費」あるいは「資産」として
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養殖ないし家畜飼育を行っている現状があり、養殖の振興は必ずしも農家の収入に直結しない。一方、

魚の自家消費はたんぱく質の摂取向上など、子供をはじめ、家族の栄養面への貢献が大きいものと考

えられた。したがって、プロジェクト目標を「農家の収入増加」という指標だけで判断するのは無理

があった。

　なお、2013年の記録的豪雨、2014年の台風被害により、養殖池の水没、親魚や稚魚の流失被害が発

生し、一部の活動に遅延が生じた。

（プロジェクトの継続のために取り組むべき課題）

①各郡においてリボルビングシステムの規約を策定する必要があること。　

②PAFO、DAFOの職員の畜産に関する専門知識を向上させる必要があること。

4.1.4　南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振興プロジェクト（PIAD）

（協力期間）2010.11-2015.11

（協力相手方）ラオス農林省灌漑局（DOI）、サバナケット県農林部（PAFO）・郡農林事務所（DAFO）

等

（案件概要）

　ラオス農林省灌漑局は（DOI）は水利組合（Water Users Association: WUA）及び水利グループ（Water 

Users Group: WUG）に対し、政府が建設した灌漑施設の操作管理を含む運営管理に関する権利と義務

を移譲・移管する灌漑施設管理移転施策（Irrigation Management Transfer: IMT）を1998年から推進し

てきた。しかしながら、移譲・移管に際し、必要な技術指導を行わなかったため、施設の運営・維持

管理上の様々な問題が発生した。また、ラオス政府は灌漑農業戦略（2011年～2020年）により伝統的

農業形態から市場志向型の農業への移行を目標として掲げ、その一環として水料金を徴収でききるよ

うにした。このような状況を背景として、サバナケット県における参加型の幹線水路・末端水路の

整備に関する水管理グループへの指導、商品作物の振興のための営農の改善などに関する県農林局・

郡農林事務所の職員の能力向上と農民組織の強化を目的として本プロジェクトが実施された。本プロ

ジェクトで実践された農村コミュニティでの参加型による農家の水路整備及び維持管理、農作物の栽

培技術指導及び農家組織の強化は「PIADモデル」としてまとめられた（JICA農村開発部、2015）。

（終了時評価における効果発現要因）

　既存の農民組織である水利組合・水利グループを通じ参加型水管理（PIM）を推進したことにより、

農民の知識・経験が郡、県、農林省灌漑局にも蓄積する体制ができた。モデル地区においては、延べ

8,900人の農家が参加し、合計1,300haの耕地の水管理が改善された。また、サバナケット県の平均（4.44t/

ha）を上回る平均単収（4.7t/ha）を達成した。当初は「カスケード方式」による技術指導方法を採用し、

専門家が県農林局の職員を指導し、その後、県職員が郡農林事務所職員を指導し、それらの郡事務所

の職員が水管理グループの指導に当たるという方法を実施したが、この方法では郡事務所職員から農

民への指導がうまくいかなかったため、専門家が直接郡事務所の職員と農家を指導することにより問

題を解決した。また、持続可能性を確保するために低コストで簡易な技術による水路建設技術を導入

した。

　2013年に灌漑法が公布され、灌漑施設の維持管理及び監督に関する県農林部及び郡農林事務所の責
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任が明記されたことにより、農村コミュニティによる参加型灌漑施設維持管理事業の重要性が増した。

また、伝統的農業から商業ベースの農業への移行を目標として掲げる「灌漑農業戦略（2011～2020）」

が定められたことにより、水利組合・水利グループが水料金を徴収できるようになった。

（終了時評価における効果阻害要因）

　対象地域では従来から雨季の稲作が自家消費用、乾季の野菜生産が地元市場用として農産物が生産

されている。一方、本プロジェクトでは市場の情報及び市場志向農業の農民への普及を重要な柱の一

つとしたが、自給農業を基本とする農家の伝統的な考え方により、農産物の市場に関する農民の理解

促進及び野菜の円滑な販売促進という目標の達成は不十分となった。

　また、2011年の大規模な洪水によりモデルサイトの灌漑施設が被害を受け、プロジェクトの投入予

定資源を緊急復旧のために使用せざるを得なかったため、事業の遅延が生じた。

（プロジェクトの継続のために取り組むべき課題）

・サバナケット県農林局によるプロジェクト継続のための予算措置。

4.1.5　サバナケット県における参加型農業振興プロジェクト（Savan PAD）

（協力期間）2017.06-2022.06

（協力相手方）サバナケット県（農林局、財務局、計画投資局、商工局）、郡事務所関係部署

（案件概要）

　サバナケット県では、従来、雨期（６～10月）に天水稲作が行われてきたが、基本的に自給自足の

農業が営まれており、農家は余剰米のみ換金して現金収入を得てきた。このように市場を意識した稲

作生産を行ってこなかったため、コメの生産性及び品質が概して低く、また、市場のニーズを踏まえ

野菜生産も取り入れるなど営農の多角化も行われてこなかったため、このような営農が生計向上の阻

害要因となっていた。

　一方、同県をはじめとする南部メコン川沿いの地域は、農業に適した地域で東西回廊の中継拠点で

もあり、市場として発展する潜在力が高いことから、上記4.1.4の参加型灌漑農業振興プロジェクトを

通じて開発した「PIAD モデル」（①参加型による農家の水路整備及び維持管理、②農作物の栽培技

術指導、③農家組織の強化）も活用しつつ市場志向型農業を実施することは、広く農業生産性の向上

と農家の収入向上に資すると期待できることから、本プロジェクトでは、農民が自ら営農活動の意思

決定に参加する「参加型農業」の基本理念の下で、①対象地域のコメ生産農家の営農技術の改善、②

灌漑施設維持管理能力の改善、③高付加価値型農産物の生産・市場での流通による農家収入の向上を

目的として活動を展開中である。本プロジェクトの対象地域はサバナケット県の９郡12地区の約2,200

戸の農家である（JICA農村開発部、2019）。

（2021年10月時点までの活動概要と成果）

　本プロジェクトでは初期の段階である2017年10月から2018年１月まで協力対象地域の676戸の農家

に対し、ベースライン調査を実施し、同結果を踏まえ各協力対象分野の活動方針を次のとおりとした。

①営農分野：稲作の施肥技術を中心に栽培技術の普及を各地区の稲作農家に進めていく。

②灌漑分野：水管理、潅漑施設管理の指導を行い潅漑面積の拡大を図っていく。

③マーケティング分野：野菜栽培に興味を持つ農家を対象に、市場の需要を踏まえた野菜栽培、販路
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開拓を実施していく。

④地方行政分野：農業局が活動の中心となり、計画投資局、商工局との連携を推進し、行政職員の営

農、潅漑、マーケティング、ファシリテーション能力の強化を図っていく。

　営農技術の普及については、郡事務所の普及員の能力強化を目的として11月から４月の雨季の期間

に展示圃場において稲作の播種、田植え、施肥、生育管理等に関する普及員向け研修コースを実施し

た。また、対象地域の農家に対しては、稲作の「種子・肥料貸付プログラム」に申し込んだ農家を

対象として、４回の研修に参加することを義務付けた。約20%の参加農家に対しては、モニタリング

として栽培期間中に農家面接、圃場観察を実施するとともに、収穫後にも聞き取り調査を実施した。

2018/19 乾季作では約260 戸（270ha）の農家がプログラムに参加し、これらの農家の収穫量は平均で

約27%増加した。貸付金は、収穫後に各地区の水利組織、村長、村の役員が徴収し、郡農林事務所の

担当者に週１～２回の頻度で持ち込み、回収された資金は県農林局の専用口座に送金されている。米

の生産性はプロジェクト開始前と比べて1.3倍（3.42t/ha→4.48t/ha）に増加し、また、米の生産量も３

倍（3,648t→10,970t）に増加した。

　灌漑分野については、①現状の灌漑実態の把握、②潅漑面積の増大、③灌漑施設の維持管理技術の

向上、④水利組織の会計の透明性確保（財政改善）、⑤水利組織活動の定例会議開催・活動の透明化（組

合員農家の信頼向上）、⑥円滑な灌漑水供給（水管理）、⑦円滑な水利費徴収、⑧灌漑ポンプ使用に伴

う電気代の円滑な支払、⑨灌漑基金の増大、に焦点を当てて活動を行うこととした。灌漑面積につい

てはプロジェクト開始前と比べ、2.2倍（1,101ha→2,447ha）に増加した。

　マーケティング分野については、対象地域の農民は生産した米の大半を自家消費用とし、余剰分を

売却し現金収入を得るという状況であったため、農業を現金収入の主な手段として捉えていなかった。

また、コメが政府の公定価格（１キロ2,500キップ（約30円））の適用を受け、品質や品種による価格

差がなく重量のみの基準で取引されるという状況を踏まえ、米以外の作物による収入向上を目指すこ

ととした。レストランや食堂への聞き取り調査の結果、消費者は安全な野菜を求めており、無農薬や

減農薬の野菜を好む傾向があることが判明したことから、本プロジェクトでは①農家のアグリビジネ

ス実践能力の強化及び②契約栽培等を含む販路開拓支援を２つの柱として市場のニーズに基づく市場

志向型農業を推進した。特に雨季において野菜の値段が上がることを踏まえ、雨季における野菜の屋

根掛け栽培と生産した野菜の販売強化について指導した。野菜農家の平均売上額はプロジェクト開始

前と比べ1.59倍（7,294,379kip（75,414円）→11,592,014kip（119,963円）に増加した。

　これらのいずれの分野においても、プロジェクト終了後の持続性を確保するために、認定NPO法人

ムラのミライが開発した「メタファシリテーション」の手法による課題発見・対話術を活用し、各分

野の課題発見と解決の必要性を農民自身に気付かせ、行動させることに注力した。

　本プロジェクトでは現在、参加型農業推進委員会 （Participatory Agriculture Promotion Committee, 

PAPC）の設立、運営支援に取り組んでいる。これは、サバナケット県副知事を長とし、農林局、商工局、

計画投資局、財務局などの参加者により構成される部局横断的な組織である。本プロジェクト終了後

はPAPCが司令塔となり、同県におけるプロジェクト終了後の普及活動の継続・拡大を担う予定である。

なお、プロジェクトの活動の継続のためには年間最低2万ドルの予算を確保する必要があることをプ

ロジェクト側から説明している。
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4.2　ラオスの持続的農業・農村開発のために得られた示唆

　上記5件のプロジェクトの概要、終了時評価における効果発現要因・効果阻害要因、プロジェクト

の継続のために取り組むべき課題の分析を通じ、プロジェクトの効果及び持続性を確保するために重

要と判断される以下の６点について論じることとする。

4.2.1　F2Fアプローチ

　参加型農村開発における代表的な農業普及手法として、農民から農民へ知識・経験を伝えるF2F

（Farmer to Farmer ）アプローチは1990年代から世界各地で本格的に導入され、その効果については多

くの研究者から支持を得ている（Brent M, Simpson et al, 2005:6）（Godfrey Kundhlande et al, 2014:40 ）。

ラオス農林省国家農林普及局（NAFES）はスイス開発協力機構（SDC）との国際協力プロジェクト

であるLao Extension for Agriculture Project （LEAP）を通じて形成されたLao Extension Approach （LEA）

をラオス全土を対象とした農業普及制度として2005年９月に採択したが、LEAも参加型農村開発を基

調とし、F2Fによる農業普及を推進しようとするものであった。上記の５つのJICAプロジェクトの中

では、AQUIP2において水産養殖分野の村落普及員として「村落養殖推進ワーカー（VADW）」の制

度が採用され、ナムスワン養殖開発センターでの研修受講後、種苗生産に従事するともに、パイロッ

ト村での水産養殖技術の普及に参加し一定の成果を上げた。また、南部山岳丘陵地域生計向上プロジェ

クトにおいては、協力対象地域の村の幹部が村落普及員と同様の役割だけでなく、家畜・養殖の情報

提供、リボルビングシステムに関する村民からの相談への対応なども行い、「地域のファシリテーター」

としての役割を果たした。

　また、Savan PADでは、先進地の水利組合と後発の水利組合の話合い、同じサイトにおける稲作栽

培農家の交流・圃場視察、園芸農家では、先進地と後進地、あるいは地区ごとの農家間交流が行われ

ており、このような相互訪問はF2Fの手法に基づくものである。

　一方、「PIAD」においては、郡事務所の普及員の知識・経験不足及び農村コミュニティにおける村

落普及員の人材不足という理由により、F2Fのアプローチは採用せず、郡事務所の普及員あるいは専

門家と普及員が直接農村コミュニティの農業生産者に研修や技術指導を行い、初期の成果を収めてい

る。

　これらのことから、F2Fアプローチについては、郡事務所の普及員が十分な知識・経験を有し、か

つ、支援対象となる農村コミュニティにおいても村落普及員に求められる資質・能力を有する者がお

り、同人が同コミュニティから推薦される場合には、有効に機能すると判断される。F2Fアプローチ

ガ有効に機能するためには村落普及員に一定の資質・能力が求められるということについては、これ

まで行われた研究においても指摘されている（Brent M. Simpson et al, 2015:3）。

　一方、そのような条件が整わない場合には、同アプローチに替えて、郡事務所の普及員への研修を

強化するとともに、普及員及び専門家が直接農民を指導する方が人材育成と技術の普及が確実に実施

できると判断される。

4.2.2　リボルビング・ファンドの創設・活用

　農村コミュニティにおいて研修を通じ修得した技術を実践するためには種籾、肥料、家畜などを入
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手する必要性が生じるが、そのようなニーズを支援するスキームとしてリボルビング・ファンドの

制度は有効である。5つのプロジェクトのうち、FORCOM、南部山岳丘陵地域生計向上プロジェクト

及びSavan PADにおいてリボルビング・ファンドの制度が導入され、有効に機能した。FORCOM及び

Savan PADにおいては、必要な物品を現物支給で貸付け、返済は農民が生産物を市場で売却の上、資

金で返済するという方式である。一方、南部山岳丘陵地域生計向上プロジェクトで導入されたリボル

ビング・ファンドの制度においては、家畜などが貸与され、借りた農家は家畜が生んだ子供で返済す

るなどの条件で運営されている。

　政府の農民に対する経済的な支援が困難な状況の中で、このような貸付け制度はプロジェクトの持

続性を高める手段として有効に機能し、また、貸付けという制度の性格上、借りた農家のオーナーシッ

プを高める効果があると判断される。

4.2.3　農民の研修参加を促進するためのインセンティブの供与

　Savan PADの農家を対象とした営農分野の研修コースにおいては、稲作の「種子・肥料貸付プログ

ラム」に申し込んだ農家は4回の研修コースに参加することを条件として、種子及び肥料を市場より

安価な価格で現物貸与する仕組みを作ったことが研修参加者の増加につながっている。この研修コー

スに参加した20％の農家に対しては、モニタリングとして栽培期間中に農家面談、圃場観察、また、

収穫後の聞き取り調査も行われており、農民が研修で修得した技術及び貸与された種子及び肥料が適

正に使用されているかどうか、また、期待された収穫が得られたかどうかについてプロジェクト関係

者がフォローする仕組みとなっている。種子・肥料の貸し付けを受けることができるだけでなく、こ

のような技術的なフォローアップを受けられることが、農家の研修参加のインセンティブになってい

る。従来、粗放農業を営んでいた農家に対し、市場で評価されるような品質の高い農産物を生産させ、

家計収入の増加を実感させるためには、研修コースにこのような貸与プログラムを組み込むことは参

加者の増加及び研修効果の向上にとって有効な手段である。

4.2.4　営農の多様化と市場志向型農業の推進

　低地の農業については稲作が中心であるが、コメの買取り価格はラオス政府が統制しているので、

市場の動向により変動することはない。一方、野菜については雨季の時期にニーズが高まり、価格が

上昇するので、Savan PADで現在実施している雨季におけるビニールハウスによる野菜生産技術の導

入など市場の動向を踏まえた営農戦略は有効に機能している。

　一方、山岳部の農業については高地や丘陵地帯で行う農業のため困難も多いが、FORCOMを通じ

提案された住民支援プログラム（CSP）は農家の焼畑耕作の依存を軽減し、森林減少に歯止めをかけ

るだけでなく、農家の生計向上の観点からも重要である。同プログラムは豚・ヤギ等の畜産、養殖、

アグロフォレストリー、機織、果樹栽培など多様な営農手段が提案されているが、森林保全と営農を

両立させるとともに、家計収入を安定化させるものであり、山岳部の貧困削減と農村開発の観点から

効果が高いと判断される。
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4.2.5　人材育成における県及び郡事務所の役割の重要性

　５件のいずれのプロジェクトにおいても、ラオス政府の予算措置の問題が指摘されていた。国際協

力プロジェクトの終了後に活動規模を縮小しつつも活動を継続するためには、最低限必要な予算を次

年度から県及び郡の予算に計上する必要があるが、これまでそれができていないのである。

　一方、政府の様々な機能の中で政府しかできない機能は普及員による研修及び普及活動を通じた農

民の人材育成である。県及び郡事務所の普及員の人材育成及び郡事務所の普及員による農民への研

修・普及活動についてはこれらの地方自治体が必要な予算を確保し、継続すべきである。

4.2.6　モデル（パイロット）地区からの普及・拡大に関する方策

　モデル地区で技術を習得した農民から他の農民に当該技術が普及される可能性については、家族、

親戚、友人などの人的ネットワークにより普及される可能性を研究者が指摘しているが（Evelyne 

Kiptot et al, 2006:9-10）、研修に参加した農家が近隣の農家に技術を普及した証拠はほとんど確認でき

なかったという指摘もある（Hugh Waddington et al, 2014:19）。したがって、県、郡事務所の単位で具

体的な計画と予算措置により普及事業の拡大を確実に実施することが重要である。

　

５　おわりに

　ラオスに対する最大のドナーであるJICAが実施した5件の農業・農村開発プロジェクトを対象とし

て、経済的財政的困難を抱えるラオスにおいて農民参加型の農村開発プロジェクトが可能な限り効果

を上げ、継続するためにはどのような内容にすべきか、また、そのために最低限必要な政府の対応は

何かということを考察した。その結果、F2Fアプローチなど現在、世界各地で活用され、有効性が確

認されている農民参加型のアプローチについては、同アプローチが有効に機能する条件が整っていれ

ば効果の発揮が期待できるが、条件が整っていない場合には異なる方法を選択すべきであることが確

認された。

　また、どのプロジェクトにおいても、プロジェクトの継続が前提となるモデル（パイロット）地区

からの普及拡大が重要になっているが、農民から農民に自然に普及するのには自ずと限界があり、や

はり、政府が計画的に普及事業を計画・実施する必要があり、そのために必要となる人材育成及び普

及活動の予算を最低限確保する必要がある。

　ラオスでこれまで実施された農業・農村開発分野の他ドナー、国際機関、NGOのプロジェクトま

で調査対象を拡大すれば、更に様々なGood Practiceを確認できる可能性があると推測される。これに

ついては、今後の研究課題としたい。

　最後に、本研究のためにオンライン会議等を通じ現地の貴重な情報を提供して下さった「サバナケッ

ト県における参加型農業振興プロジェクト（Savan PAD）」の岡田秀雄チーフアドバイザー、大槻和

弘専門家に感謝申し上げたい。
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